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月31日のG7貿易相会合を受け、米国主導の「民主主義国家の連合（ポンペオ前国務長官）」による経済的な

対中包囲網の構築が、おぼろげながら見えてきた。もともと米国はトランプ政権時代の2018年に「市場歪曲的

措置(market distorting practices)」という言葉を使って中国のWTO規則違反の補助金と知財行政を強く批

判した。そして、中国がこうした慣行を改め、国際ルールを順守するまともな国家となり、結果として世界貿易が拡大

することを目的に、様々な強硬措置を実施した。最初は関税率を引き上げる貿易戦争だった。そして、更にその先に

は、東西冷戦時代に西側陣営が東側陣営を経済的に封じ込めるために創設したココム（対共産圏輸出統制委員会）

の現代中国版として中国包囲網の可能性が取りざたされた（注１）。 
ところが、貿易戦争で米国トランプ政権は、中国から輸入する鉄鋼の関税率を引き上げるに当たり、鉄鋼業界のロ

ビー団体の要望を聞き入れ、日本、EU、カナダまで対象とした。その結果、米国は日本や EU など同盟国まで敵に回

してしまった。結果的に対中包囲網は完成せず宙に浮いたままとなった。むしろ中国は欧米を分断すべく EU とは投

資協定で大筋合意に至った。アジアではRCEPに加え TPP へも加盟の意思を示している。 

しかし、先の G7 貿易相会合では３年ぶりに暗に中国の補助金と知財行政を批判する「市場歪曲的措置」という言

葉が蘇った。そして、議長声明（注２）で自由で公正な多国間貿易体制の構築に向け、先進民主主義国が団結

（unite）することに確信を示した。この直接的な背景は、３月中旬のアラスカでの米中外交当局と国防当局の２＋２

会合だ。ブリンケン国務長官がテレビカメラの前で約 20 分にわたり中国の楊共産党中央政治局委員に面罵される

事態となった。ただ、その前から日米印豪4 ヶ国でクワッドを創設するなど動きは出ていた。 

中国の言い分にも一理はある。近年の米国は、コロナ対応の誤り、人種差別に反対する黒人暴動、議会襲撃事件、

アジア人に対するヘイトクライムなど世界の民主主義のリーダーとは言い難い状況だ。一方で中国は、コロナ対応や

所得格差の是正に上手く対応した。中国共産党は、本気で世界の覇権国として米国にとって代わる将来像を模索し

始めた可能性が高い。民衆レベルでも本気で米国をバカにし始めたと指摘されている。 

但し、G7が団結に向け確信を示しても、事は簡単には進まないだろう。これまで国連人権委員会で香港やウイグル

の人権問題が審議されても、採決結果は問題ないことになった。問題ありとする国家は、日本を含む G7 など先進民

主主義国家だけで約 30 ヶ国だ。一方、中国のやり方を問題なしとする国家は、ロシアなど独裁体制の国家や一帯一

路の恩恵を受ける約60 ヶ国だ。採決結果はほぼ全て中国がダブルスコアで勝っている。 

ウイグルでの人権弾圧に反対の意を示したナイキや H&M に対し中国では不買運動が起きている。ZARA は中国

の人権問題を批判する HP のサイトを削除した。もはや政治と経済を分離する「政冷経熱」は成立しなくなっている。

日本など米国と中国の間で踏み絵を踏まされる企業は、ESG や SDGｓにある大義名分として民主主義や人権など

原理原則の旗を掲げつつ、経済的な利益を損なわないためにも、したたかなバランス感覚が必要だ。 

今はまだ各国とも政治の最重要課題はコロナ禍の抑制だ。中国は 2022 年２月の北京冬オリパラを控え、米国の

ボイコットだけは避けるべく事を荒立てることはないだろう。しかし、その後にはより強硬な手段に打って出る可能性

も取りざたされている。そうなると、米中の対立が株価を大きく押し下げた2017-18年の再来が来る可能性がある。

今の時点からリスク要因として認識しておくべきだろう。 

以上 

（注１） 同シリーズの別レポート「 中国の「市場歪曲的措置」に対し対中版ココム復活の可能性」ご参照。 

 https://www.resonabank.co.jp/nenkin/info/economist/pdf/180706_2.pdf 

（注２） https://www.gov.uk/government/news/g7-trade-ministers-meeting-chairs-statement 
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